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　図表６　セメント産業における廃棄物・副産物の活用実績８）




高炉スラグ  12,162 11,915 10,474
石炭灰  5,145 5,822 6,320
副産石こう  2,643 2,568 2,556
汚泥・スラッジ  1,906 2,235 2,286
非鉄鋼滓など 1,500 1,236 1,039
製鋼スラグ 795 935 803
燃えがら・ばいじん・ダスト 734 943 874
ボタ 675 574 522
鋳物砂 477 492 507
廃タイヤ 323 284 253
再生油 239 204 252
廃油 120 149 100
廃白土 106 82 97
廃プラスチック 102 171 211
その他 433 450 942
合計 27,359 28,061 27,238
セメント総生産量 82,373 79,119 75,479












































































































































































































































OECD Environmental Data Compendium 2002 を基に作成
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れば、社会（消費者等）に対して
受容されない状況にもなりかねな
い。また、日本型モデルを世界に
提案していくためにも、安全基準
の体系化の議論自体も、国際的な
標準化に関するハーモナイゼーシ
ョンの文脈の中でなされるべきで
あろう。以上が日本型ゼロエミッ
ションシステムの確立に向けて残
された最大の問題点である。
　その他、発生抑制（Reduce）、
再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）
の優先順位、あるいはリサイクル
の中でもマテリアルリサイクルを
重視すべきなのかなど、ライフサ
イクル全体での考慮の基に、合理
的な議論をくみ上げていくことが
今後の課題であろう。
　いずれにしても、このような課
題を克服することにより、廃棄物
の質転換プロセスを通して既存の
拠点型の素材型産業プロセスに連
結された日本型ゼロエミッション
システムは、システム形成を支援
する社会経済的条件やシステムを
構成する熱分解／ガス化技術など
の新規の質転換技術を含めて、世
界をリードする産業システムモデ
ルとなる可能性がある。したがっ
て、国としても世界市場を睨んだ
一層の研究開発や海外への技術移
転等を積極的に支援することが望
